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令和７年度国民健康保険事業計画について 

 

Ⅰ 国民健康保険の状況 

１ 国保広域化後の状況  

(1) 新潟県全体の医療費 

新潟県は市町村の保険給付の財源として、普通交付金を交付します。 

令和７年１月までの交付実績では、県予算の執行率が75.0％となっています。 

県全体では、４月以降過去実績と同程度で推移しています。 

 

◆新潟県及び糸魚川市の普通交付金の執行（交付）状況 ※１月交付分まで 

 

  

(2) 糸魚川市の医療費 

当市の１人当たり医療費は、年々上昇傾向にありましたが、11月診療分までを 

比較すると、昨年と同等の水準で推移しています。 

◆１人当たり医療費の状況 

 

 

１件 80 万円を超える高額レセプトは、昨年の同時期と比較すると、全体の件数

は微増していますが、医療費と１件当たりの医療費は減少しています。 

◆高額レセプト（１件80万円超）の状況 

 

 

区　分 推計額 実績額 執行率

新潟県全体 145,957,024 109,410,126 75.0%

糸魚川市 2,610,356 1,971,337 75.5%

（単位：千円）

被保険者数 医療費 １人当たり 被保険者数 医療費 １人当たり

6,958 2,073,491,996 298,012 7,349 2,196,972,366 298,938

Ｒ５（R5.4～11月診療まで）

（単位：人、円）

Ｒ６（R6.4～11月診療まで）

件数 医療費 １件当たり 件数 医療費 １件当たり

入院 253 357,164,510 1,411,717 245 350,685,990 1,431,371

入院外 47 52,730,680 1,121,929 53 62,807,170 1,185,041

合計 300 409,895,190 1,366,317 298 413,493,160 1,387,561

区分
Ｒ６（R6.4～10月診療まで）

（単位：件、円）

Ｒ５（R5.4～10月診療まで）

資料No.１ 
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２ 令和７年度新潟県及び糸魚川市の保険給付費推計 

県では、令和７年度の一般被保険者の保険給付費を前年比1.0％減の143,894,597千 

円と推計しています。 

被保険者数は、前年比3.3％減の368,260人、1人当たり給付費は、前年比2.4％増 

の 390,742円と推計しています。 

被保険者数は減少傾向にあるものの、1人当たり医療費の伸びを見込んでおり、保険 

給付費総額は若干の減になっています。 

県が推計した当市の保険給付費は、前年比5.6％増の2,633,533千円、1人当たり給 

付費は、前年比8.6％増の401,025円となっています。 

 

 ◆令和７年度一般被保険者保険給付費の推計 

 

 

 

３ 国民健康保険事業費納付金の算定 

県では、保険給付費等の推計結果から、国民健康保険事業費納付金について算定し、 

市町村に内示しています。 

  １人当たり納付金については、令和７年度は医療分、介護分において減少、後期分 

において増加しています。 

 

 ◆事業費納付金の算定結果 

 

 

Ｒ７ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ６

新 潟 県 368,260 380,834 143,894,597 145,278,724 390,742 381,475

糸 魚 川 市 6,567 6,755 2,633,533 2,494,287 401,025 369,250

医療費の推計
被保険者数（人） 保険給付費（千円） １人当たり給付費（円）

（単位：円）

区　　分 Ｒ7 Ｒ６ 増減

医 療 分 554,146,237 560,743,578 △ 6,597,341

1人当たり納付金 84,383 83,012 1,371

後 期 分 212,770,741 215,194,166 △ 2,423,425

1人当たり納付金 32,400 31,857 543

介 護 分 64,146,407 65,746,009 △ 1,599,602

1人当たり納付金 35,381 35,443 △ 62

（被保険者数推計） （単位：人）

医 療 ・ 後 期 分 6,567 6,755 △ 188

介 護 分 1,813 1,855 △ 42
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４ 令和７年度の保険税率 

保険税率は、令和５年度に改定しており、改定方針により令和７年度は保険税率を 

据置きで予算編成を行っています。 

    

 

５ 税制面の改正 

国は、令和７年度の国保税の賦課限度額を改定する予定です。 

 

 

 

Ⅱ 令和７年度糸魚川市国民健康保険事業計画（案） 

  

１ 保健事業の推進 

保健事業については、第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）及び第４期 

特定健康診査等実施計画を基に実施しています。 

    

(1) 特定健康診査・特定保健指導 

特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の向上にむけて取り組むとともに、 

生活習慣病予防と早期介入により重症化予防に努めます。 

 

◆特定健診等実施計画による令和７年度目標値（第４期計画の１年目） 

・特定健康診査受診率 52％ (R3：44.5％、R4：47.9％、R5：46.5％) 

・特定保健指導実施率 52％ (R3：53.2％、R4：43.8％、R5：46.8％) 

 

ア 国民健康保険加入者の健診料金（がん検診含む）は無料 

イ 「保健カレンダー」の全戸配布及び広報による周知 

ウ 国保加入時に健診受診の案内を配布し、受診勧奨を実施 

エ 受けやすい健診体制の整備（土日の健診、多様な受診方法） 

オ 重症化予防の取組 

・保健指導対象者基準を作成し、それに基づいた対応の実施 

・病態教室や個別健康相談の充実 

・医療機関連携 

カ 個別受診勧奨による未受診者対策と継続受診対策 

賦課限度額 Ｒ２～Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

医療分 63万円 65万円 65万円 65万円 66万円

後期支援分 19万円 20万円 22万円 24万円 26万円

介護分 17万円 17万円 17万円 17万円 17万円

合計 99万円 102万円 104万円 106万円 109万円
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キ 診療情報提供依頼 

ク 健診未受診者に対して、ＡＩを用いたデータ分析により、対象者の選定、勧 

奨のタイミングの特定を行い、ナッジ理論に則したデザインによるハガキを送 

付します。 

 

(2)各種健診の助成 

がん検診、人間ドック受診者への助成を継続して実施し、疾病の早期発見、早 

期治療を促進します。 

 

(3)各種補助事業 

国民健康保険保健事業（保険者努力支援制度、県補助金）による円滑な運営を 

行います。 

 

(4)保健事業と介護予防事業の一体的な実施 

高齢者対策事業としてフレイル予防事業を行い、保健部門と介護・高齢部門で 

連携した取組を行います。 

国保部門では、国保データベースシステム等を活用したデータ分析により取組 

に参加します。 

 

 

２ 資格・給付の適正化 

(1) 加入及び脱退届出時に他保険への加入の可否について確認を行うなど、国保資 

格の適用適正化に努めます。 

 

(2) 社会保険喪失後の国保未加入者へ届出勧奨を実施し、資格適用適正化の強化に 

取り組みます。 

 

(3) 診療情報明細書から多受診・重複受診の被保険者を抽出し、訪問指導などによ 

り医療費の適正化を図ります。 

 

(4) 国保連合会共同事業として柔道整復療養費支給適正化事業に参加し、疑義のあ 

る施術について患者調査を行い、支給の適正化を図ります。 

 

(5) ジェネリック医薬品（後発医薬品）の使用率80％以上を維持できるよう、差額 

通知の発送や訪問指導を行う保健師等と情報共有を図ります。 

 

(6) 被保険者の健康増進と適正な医療費に対する意識を深めるため、診療を受けた 
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被保険者に対し医療機関名や費用額等を記載した通知書を送付します。 

 

(7) 市ホームページへの掲載などにより、医療費に対する意識の高揚と啓発に努め 

ます。 

 

(8) マイナンバーカードの活用として、国が運営するオンラインサービスから国保 

の申請手続ができるようにするなど、利便性の向上に努めます。 

 

(9) マイナ保険証の普及啓発に努めます。 

 

 

３ 保険税収納率向上の推進 

 

(1) 滞納防止への早期対応、滞納処分の強化と収納業務の向上に努めます。 

 

(2) 令和７年度から集合税方式から単税方式に変更となります。 

 

(3) 口座振替を推進します。 

 

(4) 「新潟県地方税徴収機構」に参加し、県と市が協力して収納率の向上を目指し 

ます。 

 

≪参考≫ 

収納率の状況 

令和６年度  目標 現年度分 98.0％  令和５年度  実績 98.6％ 

滞納分   30.0％            31.1％ 

         合計（現年+滞納） 93.5％            94.0％ 

 

    令和６年12月現在の収納率 

     現年度分             70.3％ 前年12月 70.6％  差引▲0.3％ 

     滞納繰越分        29.6％        27.2％        2.2％ 

     合計（現年+滞繰）     68.0％        67.6％     0.4％ 

 

     


